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本年1月22日及び昨年11月15日、内閣総理大臣と労使団体の代表による「政労使の意見交

換」が行われ、また、国会等においても、賃金引上げの流れを地方や中小企業に波及させることの

重要性が指摘されているところです。 

このような状況を踏まえ、新潟労働局(局長 西岡邦昭)において、新潟県、労働者団体、事業

者団体等のトップ等を参集し、「新潟政労使会議」を開催し賃金引上げに向けた環境整備を進めま

す。 

 

１． 日時 令和６年２月16日（金）13時10分～13時40分 

２． 場所 県庁201会議室 

３．内容 「賃金引上げ」に向けた対応について 

４．参加団体 

・新潟県 ・新潟県社会保険労務士会 

・日本労働組合総連合会新潟県連合会 ・新潟県市長会 

・新潟県経営者協会 ・新潟県町村会 

・新潟県商工会議所連合会 ・経済産業省関東経済産業局 

・新潟県商工会連合会  

・新潟県中小企業団体中央会 ・厚生労働副大臣 

・新潟経済同友会 ・厚生労働省新潟労働局長 

 

 

会議次第 

・主催者（宮﨑厚生労働副大臣）挨拶 

・賃金引上げに向けた対応について（国、県、各機関・団体からの発言） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年２月８日 

新潟労働局雇用環境・均等室 

監理官   村井 千晴 

企画補佐    佐藤 大介 

（ 電 話 ）０２５－２８８－３５０１ 

新潟政労使会議を開催します 
厚生労働省より宮﨑厚生労働副大臣が出席します 

取材申し込み 

  取材は事前予約制です。取材を希望される報道機関の皆様は、2月15日（木）17時までに担当者あて 

メールで「社名」及び「人数」をお知らせください。 

担当者：新潟労働局雇用環境・均等室 村井・佐藤 （e-mail 15roudou@mhlw.go.jp） 

 ※当日はフルオープンです。 

会議終了後、宮﨑厚生労働副大臣、日本労働組合総連合会新潟県連合会、新潟県経営者協会による質疑時

間を設けます。 

 


